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南相馬市こども政策アドバイザー就任について 

 

・福島大学教育推進機構 准教授 前川 直哉氏 を委嘱 

・任期：令和５年６月１日～令和６年３月３１日まで 

 本市では、今後も家族や友人と共に暮らし続けられる１００年のまちづくり 

の実現のため、将来においても現状と同水準の出生数を維持することを目指す 

「みらいづくり 1.8プロジェクト※」に基づき、出会いから結婚、妊娠、出産、 

子育てまでの切れ目のないこども・子育て支援を進めています。 

前川氏には、プロジェクトの推進に加えこどもの意見反映等について学識経験

者の立場から客観的な分析や施策に関する助言をいただき、課題解決のプロセ

スにつなげていきたいと考えています。 

※みらいづくり 1.8 プロジェクト…南相馬市の総力を挙げて緊急的な少子化対策を推進

するプロジェクト 

 

前川 直哉氏 略歴 

現職：福島大学 教育推進機構 准教授 

一般社団法人ふくしま学びのネットワーク理事・事務局長 
 
1977年、兵庫県尼崎市生まれ。灘高校 3年在学時に阪神・淡路大震災で被災。 
東京大学教育学部卒業、京都大学大学院人間・環境学研究科博士後期課程単位取
得退学。京都大学博士（人間・環境学）。 
灘中学校・高等学校教諭（地歴・公民科）在職時に起こった東日本大震災と東京
電力福島第一原子力発電所事故の後、勤務校の生徒とともに南相馬市など福島・
宮城の被災地域を訪れる「東北訪問合宿」をくりかえし実施。 
 
2014 年 3 月に担任学年の卒業にあわせ同校を退職し、4 月より福島県福島市に
転居。 

東京大学大学院特任研究員となるとともに、非営利の学習支援団体「一般社団法
人ふくしま学びのネットワーク」を立ち上げ、理事・事務局長を務める。 
 
2018 年 4 月より福島大学教員。福島大学ではイノベ機構「復興知」事業を担当
し、授業「むらの大学」などで南相馬市へ学生を多数引率している。 
研究上の専門は、教育学・社会学（ジェンダー／セクシュアリティ）。 
著書に『〈男性同性愛者〉の社会史：アイデンティティの受容／クローゼットへ
の解放』（作品社）、『男の絆：明治の学生からボーイズラブまで』（筑摩書房）、
『「地方」と性的マイノリティ: 東北 6県のインタビューから』（共著、青弓社）
などがある。 
 

https://www.chisou.go.jp/sousei/about/chiikiapproach/pdf/rchiikihyoukatool_step2.pdf
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　超学際的研究機構は、福島県が提唱している「超学際」という新しい考え方を踏まえ、産・学・民・
官の幅広い協力、支援を得ながら超学際的取組みを積極的に推進する専門の調査研究機関ですが、福島
県地球温暖化防止活動センターとして県の指定を受け、県民の皆様の地球温暖化防止に向けた取組みを
サポートするセンターの役割も担い、様々な活動をしています。
　これらの主な活動資金は、多くの会員の皆様の会費によって支えられています。
　ぜひ、ご賛同いただき、会員としてご支援くださいますようお願い申し上げます。

【年会費】・正 会 員……個人： １口１万円以上、 団体： １口３万円以上
　　　　　・準 会 員……個人または団体： １口５千円以上 
　　　　　・賛助会員……個人または団体： １口１０万円以上
　会員申込書等はこちらからダウンロードをお願いします。→ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.ｃｈｏｇａｋｕｓａｉ.ｅｃｎｅｔ.ｊｐ/

事 務 局 日 誌
月　日 場　　　　所事　　　　項 出席者・担当者

4月5日（日）

4月14日（火）

4月17日（金）

4月22日（水）

4月24日（金）

5月8日（金）

5月12日（火）

5月15日（金）

5月18日（月）

5月21日（木）

5月26日（火）

6月1日（月）

6月19日（金）

6月23日（火）

6月30日（火）

7月2日（木）

7月6日（月）

7月9日（木）

7月10日（金）

7月16日（木）

7月23日（木）

8月4日（火）

8月4日（火）

8月5日（水）

8月5日（水）

8月8日～9日

8月10日（月）

8月20日（木）

8月27日（木）

郡山市男女共同参画センター

ホテルハマツ

チェンバ大町

TKP仙台カンファレンスセンター

仙台産業展示館大ホール

福島市役所

郡山市労働福祉会館

福島グリーンパレス

当事務所

コラッセふくしま

東京都全国ネット会議室

ホテル辰巳屋

白河合同庁舎

東京都学士会館

福島テルサ

ビッグパレットふくしま

福島県農業総合センター

会津若松市文化センター

福島大学附属中学校

福島市再生可能エネルギー合同ビル

チェンバ大町

コラッセふくしま

南相馬市役所

土湯温泉町支所

チェンバ大町

ビッグパレットふくしま

杉妻会館

Kファーム、エコパワーウィンドファーム

福島市役所

伊東

遠藤

局長、コーディネーター

局長、伊東

星

小椋

星

伊東

局長、佐藤

局長外

局長

局長

伊東

局長

局長、伊東外

伊東、近野

局長、伊東外

伊東、近野

片平推進員

遠藤

伊東

局長、小椋、遠藤

局長、伊東

小椋

局長、伊東

小椋、遠藤

遠藤

局長、星外

小椋

女性会議福島講演

新たなエネルギー政策による地方創生講演会

再生可能エネルギーコーディネーターの会

第1回北海道・東北地球温暖化防止活動推進センターブロック会議

再エネ発電事業者のための蓄電システム導入支援事業説明会

福島市環境モニター第1回研修会

地域再生太陽光発電モデル事業補助金制度説明会

地球にやさしい県民会議

当研究機構監査

第1回理事会、総会

全国ネット第4回ブロック代表者会議

福島県再生可能エネルギー関連産業集積推進協議会

地球にやさしい県民会議県南地方会議講演

全国ネット社員総会・設立5周年記念式典・交流会

地球温暖化防止活動推進員連絡会議①

地球温暖化防止活動推進員連絡会議②

知のネットワークを活用した地域課題調査研究報告会

地球温暖化防止活動推進員連絡会議③

地球温暖化防止活動推進員派遣

再生可能エネルギー合同ビル開所式、記念講演会

相双地区に係る地域課題調査第1回研究会

住宅の創エネ・省エネ調査研究事業第1回研究会

地域支援活動・連携促進事業総会

温泉街における地産地消型再エネ面的利用構想事業第1回検討委員会

相双地区に係る地域課題調査第2回研究会

ふくしま住まいと暮らしフェア調査

ふくしま環境・リサイクル関連産業研究会

ふくしま夏の再エネ体験＆ミニ教室行って見て知るバスツアー

福島市環境審議会

特集
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T r a n s d i s c i p l i n a r i t y

超学際的研究機構

福島県産米の信頼回復に向けて

CONTENTS
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活動報告　 6

平成27年度 超学際的研究機構総会を
開催しました

福島県の教育環境と「ふくしま学びの
ネットワーク」の活動 1
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この印刷物は、印刷用の紙へ
リサイクルできます。

　昨年の東日本大震災に伴う東京電力福島第一原
子力発電所の事故により、福島県の一部農用地は
放射性物質に汚染され、平成23年度の稲の作付け
は、土壌１kg当たりのセシウム134とセシウム
137の濃度が5,000Bq以下の農地に作付けが認めら
れ、「警戒区域」、「計画的避難区域」、「緊急
時避難準備区域」に指定された市町村・地域以外
で稲の作付けが行われました。
　農林水産省は収穫前に「予備調査」、収穫後に
「本調査」の２段階で玄米のセシウム濃度を調べ
る方針を決定し、福島県は作付けした48市町村の
1,074地点での本調査を実施し、いずれも基準値
（500Bq／kg）を下回ったため県内全域での出荷
を可能としました。
　その後の検査で、福島市、伊達市、二本松市の
一部の山間地域の田から収穫された玄米から基準
値（500Bq／kg）を超える玄米が見つかり、県内
外に大きな衝撃を与えました。
　現在、福島県農業総合センター、農林水産省、
大学等でさまざまな研究がなされ、高濃度の放射
性セシウムを含む米がどのようなメカニズムで生
産されるのか、原因の一端が解明されつつあります。

　東京大学大学院農学生命科学研究科では、科を
あげて穀物、畜産物、魚貝類、フィールドなどの
分野毎にグループを設け、異分野の研究者が交流
し復興支援のための研究を進めています。昨年の
11月と今年２月には、「放射能の農畜水産物等へ
の影響についての研究報告会」が東京で開催され
農学生命科学研究科のホームページ
（http://www.a.u-tokyo.ac.jp/index.html）で
は、動画配信などもなされています。
　これまでに解明された科学的知見の一部を東京
大学大学院農学生命科学研究科　生産・環境生物
学専攻の根本圭介教授の調査研究よりご紹介する
とともに、平成23年度、米のセシウム濃度を限り
なくゼロにするために試行錯誤を重ね、たいへん
な努力を払った天栄米栽培研究会の取組みをご紹
介します。

F e a t u r e  A r t i c l e s

6

10
地域課題調査研究報告会「原子力災害による
風評被害の現状と払拭の取組み」を開催

11
風力発電と太陽光発電　行って見て知るバス
ツアー報告

事務局からのお知らせ 12

12事務局日誌

12お知らせ

9お知らせ
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１．はじめに

　私は昨春まで、神戸市にある灘中学校・高等学校

（灘校）という私立中高一貫校の教員をしていまし

た。十年間勤めた灘校を退職して昨年４月に福島市

に転居し、一般社団法人ふくしま学びのネットワー

クという県内の中高生の学びをサポートする非営利

団体を立ち上げ、事務局長を務めています。

　2011年の震災と原発事故の後、灘校勤務時から生

徒とともにくりかえし福島・宮城を訪れ、地元の方

と親しくさせて頂くうちに、福島が大好きになり、

福島で仕事をしたいと考えるようになりました。本

稿では私が高校生の時に経験した阪神・淡路大震災

の経験も織り込みながら、現時点での福島の教育環

境についての私見と、私たちが行っている活動につ

いて記させて頂きます。

２．教育は復興の要

　私は「教育は復興の要」だと考えています。これ

からの福島の復興を考えるうえで、教育が重要だと

いうことについては、どなたも異論はないでしょ

う。原発事故という未曽有の事態を経験し、今後長

期にわたる復興を強いられる福島にとって、次世代

を担う若い力の育成は不可欠だからです。

　ただし私が教育を重視しているのは、そうした理由

だけではありません。ここで一つ、阪神・淡路大震災

に関するあるデータをご覧頂きたいと思います（表1）。

福島県の教育環境と　　　　　　　　　
　「ふくしま学びのネットワーク」の活動

一般社団法人ふくしま学びのネットワーク

理事・事務局長　前　川　直　哉
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テキスト ボックス
令和5年8月28日（月）第１回南相馬市総合教育会議


0000051088
テキスト ボックス
追加資料




特集 特集特集 特集

3NEWS LETTER 超学際 2015.102 NEWS LETTER 超学際 2015.10

表1 阪神・淡路大震災（1995年）前後の人口推移　

西宮市 尼崎市
1990年 42.7万人 49.9万人

1995年 39.0万人 48.9万人

2015年 48.9万人
（＋9.9万人）

44.6万人
（－4.3万人）

大学進学率
（2001年度） 67.8% 44.0%

　西宮市と尼崎市は、兵庫県南東部（いわゆる阪神

間）に位置し、川を一本隔てるだけの隣同士の市で

す。震災前は尼崎市の人口が約50万人、西宮市が43

万人弱と、尼崎の方が大きな人口を抱えていまし

た。95年に阪神・淡路大震災が起きると、とりわけ

被害の大きかった西宮市は一時的な転出が相次ぎ、

一時は40万人を割り込みます。

　ところが、です。その後西宮市の人口は驚くべき

Ｖ字上昇を見せ、震災から20年を経た現在の人口は

49万人弱。震災直後から比べると、10万人近くも増

加しています。一方の尼崎市はじわりじわりと人口

減少が続いて45万人を割り込み、完全に西宮市に逆

転されてしまいました。

　こうした人口動態の背景には様々な要因があると

思われますが、中でも大きいのではないかと私が考

えているのが、両市の教育環境の違いです。西宮市

は、震災前から教育熱心な土地柄として知られてい

ました。全国区の大学や著名な私立中高一貫校がい

くつもあり、中心駅の周りには大手進学塾が軒を並

べています。公立高校からの大学進学率も表１のと

おり、隣市の尼崎と比べ20％以上高いという歴然た

る差が存在します。尼崎で生まれ育った私は、この

街に愛着を持っているのですが、多くの人が「子ど

もを育てるなら西宮」と話しているのを聞いてきま

した。

　私が「教育は復興の要」だと考えるもう一つの理

由は、こうした体験に基づいています。人口の流入

出には教育環境というファクターが大きく関与して

いる。つまり「教育環境のよい所には家族連れが集

まり人口が増え、悪い所は人口が減少する」という、

単純な理屈です。現在、福島県では様々な雇用創出

が計画されています。しかし、どんなに大きなプロ

ジェクトが始動したとしても、福島県の教育に何ら

かの魅力や強みがなければ、ファミリーは越してこ

ず、単身赴任者が増えるだけに終わってしまうので

はないか。そうした危機感を抱いているのです。

３．福島県の教育の現状

　では現在の福島県の教育環境は、どのようになっ

ているでしょうか。一つの指標になるのが、８月末

に公表された今年度の全国学力・学習状況調査（全

国学力テスト）の結果です。この調査は毎年、全国

の小６と中３を対象に実施されているもので、全国

平均にくわえ都道府県ごとの平均正答率も発表され

ます。今年度の福島県の平均正答率は思わしいもの

ではなく、10科目中９科目で全国平均を下回りまし

た（表2）。

表2 平成27年度学力テストの平均正答率（％）と都道府
県別順位

◆小学６年生

国語Ａ 国語Ｂ 算数Ａ 算数Ｂ 理科

福島県 71.1 65.3 74.3 42.4 60.7

全　国 70.0 65.4 75.2 45.0 60.8

順　位 21位 25位 33位 44位 24位

◆中学３年生

国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ 理科

福島県 75.2 64.5 61.2 38.1 52.5

全　国 75.8 65.8 64.4 41.6 53.0

順　位 34位 37位 44位 44位 27位

　このテストは学力と学習状況を調べ「より良い教

育」を目指すことを目的として行われているもので

あり、都道府県ごとの順位に一喜一憂したり、競争

を過度に煽ったりするためのものではありません。

ただし全国的に継続して実施される貴重な調査であ

り、そのデータから見えてくる課題については、真

摯に向き合う必要があると私は考えています。

　今回の結果で私が最も懸念しているのは、震災前

に比べ、算数・数学の正答率が悪化している点です。

一例として中３生を対象とした数学Ａ（基礎的な学
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力の達成度を測ることが目的）の結果を挙げると、

福島県の平均正答率は61.2％と全国平均の64.4％よ

り3ポイントあまり低く、都道府県ごとの順位では

44位となっています。震災前は35位前後で平均を若

干下回る程度だったことを考えると、ここ数年で福

島県の子どもたちの算数・数学の理解度は相対的に

低下し、最下位グループに入ってしまったと言え

ます。

　こうした低下の背景には、やはり震災と原発事故

の影響もあるのではないかと私は推察しています。

現在の中３生は、小学４年時の３月に東日本大震災

を経験しました。そして原発事故の影響で、避難や

転校を余儀なくされたケースも多く、また県内にい

てもなかなか勉強に集中できない日々を過ごした子

どもたちが多かったのです。小学５年が中学以降の

数学につながる算数の重要単元を数多く習う学年だ

ということを考えると、小５の学年はじめという大

切な時期に勉強に専念できなかったことは、大きな

ハンディになっていると思われます。

　もちろん、この学年に限定される話ではありませ

ん。算数・数学の基礎的な力は、授業で習った後の

自身での演習量に大きく左右されます。自宅での学

習習慣を身につけるべき時期に学習に専念できる状

況になかった子どもたち、仮設住宅等で自習する空

間がそもそもなかった（あるいは、現在もない）子

どもたちに対するケアは、今後も長期にわたって継

続する必要があるでしょう。

　県教委など行政サイドも、教育先進県である秋田

県をモデルとする取り組みを始めるなど、対策を講

じてします。また現場である学校の先生方の大半

は、こうした課題を十分に認識し、子どもたちに対

しできる限り手厚い対応をしようと懸命に努力して

おられます。ですが、もともと多忙であった学校の

先生方の仕事量は、震災後に（子どもたちの心のケ

アの問題もふくめ）さらに増えてしまっており、全

ての子どもたちに十分な時間を割くことが物理的に

不可能だというのが正直なところです。先生方自身

も何らかの形で震災と原発事故の被災者であるケー

スも多いということも、忘れてはなりません。

　1995年の阪神・淡路大震災の際も、震災直後より

も数年後から、子どもたちの学力の低下が顕著に

なったという話はよく耳にしました（当時は学力テ

ストが実施されていなかったため、実証データによ

る経年比較はできませんが）。震災・原発事故がど

の程度、子どもたちの学習に影響を与えたのかは現

時点ではわかりませんが、少なくとも震災前に比

べ、福島県の子どもたちの学習達成度が数学を中心

に悪化していることは事実です。

４．ふくしま学びのネットワークの活動

　こうした実情を踏まえ、私たちふくしま学びの

ネットワークでは、次のような活動を展開してい

ます。

　まずは県内の高校生を対象とした無料セミナーで

す。「高校生無料セミナー　夢をかなえる勉強法」

と題したこの企画は、土日や祝日を利用して一流の

先生方の授業を実際に受講してもらうというもの

で、年間３～４回実施し、これまでにのべ1000人を

超える高校生が受講しました。この企画の鍵は、何

と言っても豪華な講師陣にあります。灘校で長年教

鞭をとられ、大人気の英単語帳『ユメタン』シリー

ズをはじめ50冊にのぼる参考書を執筆された木村達

哉先生の英語。代々木ゼミナールのカリスマ講師と

して全国的な人気を誇り、毎年東大・京大をはじめ

難関大学に多数の教え子を送り出しておられる藤井

健志先生の現代文。プロレス風のマスク姿で授業を

展開され、生徒の数学への興味を巧みに引き出しな

がらハイレベルな内容を分かりやすく講義される、

プリパスの数理哲人先生の数学。全国的に有名な超

一流の先生方の授業は毎回大好評で、受講者アン

ケートには毎回「参加して本当に良かった、これか

らの勉強法がわかった」といった熱いメッセージが

並びます。

　実は講師の先生方は毎回、「交通費も謝礼もいら

ない、福島の高校生が学んでくれればそれでいい」

と、完全なボランティアでお越し下さっています。
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例えば木村先生は、いつもこのように仰います。「福

島の子どもたちは、英語を話せるようにならなけれ

ばならない。自分たちが経験したこと、自分の街の

こと、ネガティヴなことだけではなくポジティヴな

こと、将来への夢や展望もふくめて、国内だけでな

く海外にも発信するには、英語を自由に使えるよう

になることが絶対に必要。僕はそのためのお手伝い

ができればと思って福島に来ている。だからお金は

いらない」と。実は木村先生も藤井先生も数理哲人

先生も、震災直後から東北の被災地での学習支援ボ

ランティアを続けてこられた先生方です。こうした

先生方の熱い思いを受け取ることも、福島の高校生

にとっては大きな体験となることでしょう。ふくし

ま学びのネットワークでは「高校生無料セミナー」

だけではなく、ある科目に絞ってみっちりと鍛える

学習合宿や、福島市教委と連携しての中学生対象の

特別講座なども行っていますが、これらも全て講師

の先生方のお力によっています。

　また東京大学の研究組織・REASEと連携し、各

高校に東大生を派遣する「大学生メンタープログラ

ム」という活動も頻繁に行っています。福島県は大

学進学率が全国平均に比べると低く、また人口のわ

りに県内の大学数も少ないことから、大都市圏に比

べ「大学」や「大学生」という存在自体があまり身

近ではありません。それを埋めるために東大生をメ

ンター（助言者、先輩）として高校に派遣し、少人

数のグループに分かれて高校生の質問に直接答えて

もらうのが、このプログラムです。そこでの話題は

進路の話、大学生活の話、高校時代の学習法、部活

と勉強をどう両立したかなど多岐にわたります。昨

年度は県内各地の高校で計24回を実施しましたが、

年齢が近い大学生の話は高校生にとって大きな刺激

になるようで、学習のモチベーションアップにつな

がったと好評を得ています。

　これらの活動に加え、福島県の教育環境の「強み」

を伸ばし、発信するために行っているのが「ふくし

ま高校生社会活動コンテスト」で、これも東京大学

REASEと連携して実施しています。このコンテス

トは震災後、県内各地の高校生が盛んに行っている

ボランティア、社会貢献、復興、国際交流、まちお

こし、製品開発など「地域や社会を良くしようとす

る活動」を対象とするもので、地元紙はもちろん『朝

日新聞』『日本経済新聞』などの全国紙をふくむ多

くのメディアで取り上げられました。

　原発事故やそれに伴う風評被害、あるいは震災前

からの課題である過疎など、地域の課題を自ら見つ

け出し、それを自分たちの力で少しでも良くしてい

くにはどうすればいいか。そんな事を考え、行動し

ている高校生が福島県にはたくさんいます。これら

の活動は、文科省が先導する新しい学びのあり方で

ある「課題解決学習」の先進的な取り組みとも言う

べきものばかりです。コンテストの優秀３グループ

に東京大学に来てもらい、活動を発表してもらう公

開講座を行ったところ、首都圏のみならず関西など

各地から見学者が集まりました。地元ではあまり意

識されていないことですが、実は福島県の高校生た

ちの取り組みは、いま全国的に求められている「課

題解決学習」の先取りでもあるのです。こうした福

島の教育の強みをさらに広げ、全国へと発信してい

くための活動がこの「社会活動コンテスト」なの

です。

５．福島を「学びの先進県」に

　私たち「ふくしま学びのネットワーク」はこれら

の活動を通じ、福島県の教育環境をより良いものに

し、「強み」をさらに伸ばすことができればと考え、

微力ながらも行動を続けています。こうした活動を

行う際、常に私たちが胸に留めているのは次の点高校生無料セミナーの様子



特集 特集特集 特集

5NEWS LETTER 超学際 2015.104 NEWS LETTER 超学際 2015.10

です。

　それは、子どもたちへの教育はあくまで学校が中

心であるとしつつも、学校や行政のみにその責任を

押し付けるのではなく、全ての大人たち、社会全体

が、地域の子どもたちの主体的な学びを応援するよ

うな環境を作っていくことです。教育問題というと

すぐに学校や行政の責任ばかりが問われがちです

が、子どもたちの学びはもっと広く、地域社会全体

で支える必要があると、私たちは考えています。

　例えば私たちの「高校生無料セミナー」は、講師

の先生方のほかに受付や会場整理などたくさんの当

日スタッフの方に支えられていますが、実はこうし

た当日スタッフの方々は県内外からお越し頂くボラ

ンティアスタッフで構成されています。またセミ

ナーの会場を借りる施設費や告知のためのチラシ印

刷代などは、これも県内外からの多くの方の寄付や

賛助会費・賛助広告費などで賄われています。この

ように「自分たちの出来る範囲で、地域の子どもた

ちの学びを応援する」という意識が多くの方に広ま

り根付いた時、福島県は本当の意味での「学びの先

進県」になるのではないかと、私は考えています。

福島の子どもたちが自分の出身を話した時、他府県

の人から「あっ、福島ってすごく学びに熱心な県な

んだよね。みんな応援してくれるらしいね」と羨ま

しがってもらえるような、「学びの先進県」として

誇りが持てる福島県。そんな県になれば、きっと多

くの人が福島に住みたい、ここで子育てをしたいと

考える事でしょう。もともと自然豊かで食べ物が美

味しく、何より人びとがあたたかい福島県ですか

ら、「学びの先進県」が達成できれば鬼に金棒です。

　私は高校３年生の時、阪神・淡路大震災で被災し、

両親が自営する喫茶店が壊れるという経験をしまし

た。大学入試を目前に控えるものの、勉強どころで

はなくなった私たちに対し、当時の灘校で担任して

下さっていた先生方は「こんな時こそ学ぶんだ」と

教えて下さいました。

　「いいか、前川。大変やろうと思うけど、こうい

う時こそ学ぶんや。震災で形あるものは壊れた。街

すら、崩れてしまった。でも、人が学んだこと、人

が人に伝えたことは、どんなことがあっても壊れな

い。だから今こそ、学ぶんや。君たちが学ぶことが、

この街の復興につながる」。

　この言葉に感銘を受け、教員の道を志した私に

とって、いま福島で活動しているのはとても自然な

ことです。思えば20年前の震災の時、私は恩師の先

生方から大切なバトンを受け取ったのかもしれませ

ん。おそらくこれまでも、戦争や災害を超えて受け

継がれてきた「学びのバトン」を福島で、一人でも

多くの子どもたちに渡すことができたら。そんな事

を考え、これからも活動を長く続けて参りたいと考

えています。

1977年、兵庫県生まれ。灘高校3年在学時に阪
神・淡路大震災で被災。東京大学教育学部卒業、
京都大学大学院人間・環境学研究科博士後期課程
修了。京都大学博士（人間・環境学）。
灘中学校・高等学校教諭（地歴・公民科）在職時
に起こった東日本大震災と東京電力福島第一原子
力発電所事故の後、勤務校の生徒とともに福島・
宮城の被災地域を訪れる「東北訪問合宿」をくり
かえし実施。2014年3月に担任学年の卒業にあ
わせ同校を退職し、4月より福島県福島市に転居。
現在、一般社団法人ふくしま学びのネットワーク
理事・事務局長、および東京大学大学院経済学研
究科特任研究員。本年4月より、桜の聖母短期大
学キャリア教養学科兼任講師も務めている。
研究での専門はジェンダー・セクシュアリティの
社会史。著書に『男の絆：明治の学生からボーイ
ズラブまで』（単著・筑摩書房）などがある。本
年より福島県において多様性（ダイバーシティ）
の重要性を議論する市民団体・ダイバーシティふ
くしまを立ち上げ、共同代表を務めている。

前川 直哉（まえかわ・なおや）

プロフィール


